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結びにかえて

■　半導体産業の企業棚造類型

　ｍこおいて，半導体企業の内部構造分析を垂直的統合度という基準から検討し，次の

ことが明らかにされた。垂直的統合度の同等性は半導体産業における企業間競争の激し

さの一つの原因となっていると同時に，それは企業構造類型の基準にはならたいことで
　１）
ある。本章の課題は，Ｉで提示した企業の内部構造分析を行う際のもう一つの基準であ

る生産品種構成と市場集中度の検討を行い，これが企業構造類型の基準になり得るかど

（２１６）
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うかを確定し，もしなり得るとするならば，どのような企業構造類型を有するのかを明

らかにすることである 。

　１　生産品種構成と市場集中度

　（１）半導体産業の生産品種構成の推移

　各半導体企業の生産品種構成の検討を行う前に，日本の半導体産業全体の生産品種構

成の歴史的変化を見る。半導体産業の生産品種は，すでにｎで指摘しているように細か

く分類すると何万種類にもなる。ここでは半導体を，０デ ィスクリート ，　ハイブリッ

ドＩＣ，　半導体ＩＣに大別し，　半導体ＩＣをさらに，バイポーラリニア，パイポーラ

デジタル，ＭＯＳロ ジック ，ＭＯＳメモリに分類する 。

　まず１９８５年の日本半導体産業の生産品種構成であるが，生産高の比率で見ると ，０デ

ィスクリートが２４．２％，　ハイブリッドＩＣが８．２％，　半導体ＩＣが６６．２％であ った 。

　半導体ＩＣの中では，バイポーラリニアは１４．２％，バイポーラデジタルが７．６％ ，

ＭＯＳロ ジッ クが２５－２％，ＭＯＳメモリが１９．７％を占めた。このように半導体ＩＣが非常

に大きな位置を占めており ，とりわけＭＯＳ　ＩＣは４４．９％と全体の半分近くを占めてい

る。

　このような現在の日本半導体産業の生産品種構成は，いつ彩成されたのであろうか 。

　周知のように，半導体産業の歴史は，１９５０年のトランジスタ生産の工業化によっ て，

アメリカにおいて始まる 。１９５０年代後半，部品数の減少による信頼性の向上をはかろう

とする動きのなかから，トランジスタ生産時代に発展したプリント配線技術を利用して
，

膜上にトラソジスタやダイオード，低抗，コ１／デンサといった素子を搭載したモジ ュー

ルが作られるようにな った。つまり電子回路の小型化であり ，現在のハイブリッドＩＣ

の原形である。このアイデアは画期的であ ったが，膜上に回路を形成し，その上に素子

を取り付けなけれぱならず，生産方法が非常に煩雑であ った。この障害を克服する手段

として，一枚の！リコノ結晶基板に，素子を直接作り込む方法を，テキサス　イノスソ

ルメソト（ＴＩ）杜のキルビー（Ｋｉ１ｂｙ，Ｊ．Ｓ。）とフェ アチャイルド杜のノイス（Ｎｏｙ・・，Ｒ．Ｎ
．）

が， １９５８年および１９５９年にそれぞれ生み出した。これが現在，生産の過半を占めている

半導体ＩＣである。さらに，半導体ＩＣは当初バイポーラ構造のＩＣだげであ ったが ，

１９５９年のフレーナー　トラノソスタ開発にともなう表面酸化処理技術の発展によって
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ＭＯＳ構造のＩＣが出現することにな った 。

　日本の半導体企業は，アメリカで発展したこのような半導体技術を次 々に導入して ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１７）
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半導体の生産を行ってい った。各生産品種の生産高の推移を，通産省の『機械統計年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）報』によっ て見ると ，表皿一１のようになる 。

　ｒ機械統計年報』に半導体が分類されるのは１９５７年で，生産品種はダイオード，トラ

ソジスタ ，フォトトランジスタ ，サーミスタといったデ ィスクリートだけであ った。４

つの生産品種の生産高合計は３８億５２００万円であ った。つぎに，ハイブリツドＩＣと半導

体ＩＣが分類されるのはともに１９７０年であ って，この時の生産高は前者が５６億７２００万円
，

後者が４７５億７３００万円であ った。１９７０年のデ ィスクリートの生産高は１７９６億６４００万円で
，

半導体の総生産高に占める割合は７６．６％にもなり ，圧倒的にデ イスクリート中心の生産

体制であ ったことがわかる。ちなみに，パイポーラとＭＯＳの分類がされるのは１９７１年

で・ この時のバイポーラＩＣの生産高は２８０億４７００万円，ＭＯＳＩＣの生産高は１５１億４４００

万円とな っており ，バイポーラＩＣのほうが生産高は大きい
。

　ディスクリートの生産高をＩＣのそれが上回るのは，１９７８年にな ってからである 。こ

の年のデ ィスクリートの生産高は２５１琴億１５００万円，ＩＣは２８１４億６００万円であ った。また ，

パイポーラＩＣの生産高をＭＯＳ　ＩＣのそれが上回る年も同じく１９７８年で，前者が１２００

億３４００万円，後者が１３１６億５６００万円であ った。１９７８年の各生産品種の生産比率を見ると
，

ディスクリートが４７．２％，ハイブリッドＩＣが５．６％，半導体ＩＣが４７．３％とな っており ，

さらにパイポーラＩＣは２２．５％，ＭＯＳ　ＩＣは２４．７％であ った 。

　このように，日本において半導体生産がｒ機械統計年報』に登場するのは１９５７年
，

ＩＣが登場するのは１９７０年にな ってからであり ，ＩＣの生産がデ ィスクリートのそれを追

い抜くのは１９７８年である。以上から，半導体産業における生産品種構成は年 々変化し ，

ディスクリートから半導体ＩＣへ，そして半導体ＩＣにおいてもパイポーラＩＣから

ＭＯＳ　ＩＣへと ，わずか３０年で大きく主要生産品種が変化したことを確認できる。現在

の生産品種構成にな ったのは，表皿一１からわかるように，１９８０年代に入ってからであ
る。

　（２）半導体企業の生産品種構成

　つぎに，１９８０年代に形成された現在の半導体産業の生産品種構成を，企業 レベルで検

討する。表皿 一２は１９８５年の半導体企業の製品別生産高である。ここから各半導体企業

の生産品種構成比率（表皿一・参照）を導き出すことができる。表Ｈには，５１船半導

体企業か掲載されているか，各企業の生産品種構成上の特徴を明らかにするために，次

の基準を用いてグル ープ分けしてみることにする。つまり ，半導体製品の大別である０

半導体ＩＣ，　ハイブリッドＩＣ，　デ ィスクリートが，それぞれ各半導体企業において

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１９）
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　　　　　　　　　　　　表１１－２半導体企業の製品

企業名
日本電気 日立製作所 東　　芝

松　　下
富士通 三菱電機

児、

工 二　 シヤープ
型口 名

ＭＯＳ
メモリ

９５，１００ １０７ ，９００ ４２，９００ １２，２００ ８７，４００ ３１ ，４００ ３， ９００ ９， ２００

ＭＯＳ
ロジ ツク

１３９，０００ ８２，８００ １０１ ，９００ ３３，９００ ３９，５３０ ３２，８００ １５ ，０００ ３４ ，Ｏ００

ＭＯＳ
小　　計

２３４，１００ １９０，７００ １４４ ，８００ ４６，１００ １２６，９３０ ６４ ，２００ １８，９００ ４３，２００

バイポーラ １７，１００ ３９，５００ ４， ３００ ４， ６００ ３４ ，９００ ２２，０００ ３， ７００ ０
デジタル
パイポーラ ４１ ，１００ ４３，２００ ４５ ，８００ ６２，５００ ２， ５４０ ２４ ，４００ ３０，１００ ７， ７００

リ　ニア
バイポーラ
小　　計

５８，２００ ８２，７００ ５０，１００ ６７ ，１００ ３７，４４０ ４６，４００ ３３，８００ ７， ７００

半導体ＩＣ
小　　計

２９２，３００ ２７３，４００ １９４ ，９００ １１３，２００ １６４，３７０ １１０，６００ ５２，７００ ５０，９００

ハイプリッ
ドＩ　 Ｃ

２０，３００ １８，５００ ６， ６００ Ｏ
６， ７００ ８， ２００ １８，６００ ２， ３００

Ｉ　Ｃ

小　　計
３１６，６００ ２９４ ，９００ ２０３，０００ １１４ ，６００ １７１ ，０７０ １１８，８００ ７１ ，３００ ５３，９００

デイス
クリート

８１ ，３００ ６４ ，６００ ９３，８００ ６６，５００ １， ７１０ ２７ ，ＯＯＯ ２０，７００ ２７ ，９００

総　　計
３９７ ，９００ ３５９，５００ ２９６，８００ １８１ ，１００ １７２，７８０ １４５ ，８００ ９２，０００ ８１ ，８００

企業名 日　　モト

　　ー
新電元工業

日本 ’’ 器 新日本無線 公　　下 スタンレー１　　　　 ’吐 二’ 口 東洋電波
型口 名 ロ　　　　フ

ＭＯＳ ２００ ０
３， ５００ ０ Ｏ ０ ０ ０

メ　モ　リ

ＭＯＳ ９， ８００ ０ １２ ，２００ Ｏ １５０ ０ ０ ０
ロジ ック

ＭＯＳ
小　　計

１０，０００ ０ １５ ，７００ ０ １５０ Ｏ ０ ０

パイポーラ ４， ０７０ Ｏ ０ Ｏ ６００ ０ Ｏ ０
デジタル
バイポーラ ３， ６００ Ｏ ０ ０ １１ ，１９０ ０ ０ Ｏ
リ　ニア
パイポーラ ７， ６７０ ０ ０ ０ １１ ，７９０ ０ ０ ０
小　　計
半導体ＩＣ １７，６７０ ０ １５ ，７００ ０ １１ ，９４０ Ｏ ０ ０
小　　計
パイプリッ ０

３， １４０ ０ ０ ４００ １２，５００ １， ０００ Ｏ
ドＩ　 Ｃ

Ｉ　Ｃ １７ ，６７０ ３， １４０ １５，７００ Ｏ １２，３４０ １２，５００ １， ０００ ０

小　計
デイス １， １００ １３，２００ ０ １４ ，９００ ２， ２２０ ０ ９， ５００ ９， ８５０

クリート

総　　計 １８７７０ １６，３４０ １５，７００ １４ ，９００ １４ ，５６０ １２，５００ １０，５００ ９， ８５０

企業名
輿亜電工

日　　器 日　アビオ フイガ ロ 日　　コ１■ 旭マイクロ
アソリツ デ１／サエ システム

モリ　リカ
製口 名 １　　兄 ’　ク　ス
ＭＯＳ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ
メ　モ　リ

ＭＯＳ ０ ０ ０ ０ Ｏ Ｏ
２， Ｏ００ ０

ロジ ック

ＭＯＳ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ
２， ０００ ０

小　　計
パイポーラ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ
デジタル
バイポーラ ０ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ
リ　ニア
バイポーラ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０
小　　計
半導体ＩＣ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０

２， Ｏ００ ０
小　　計
ハイブリッ ３， ５００ ２， ９８０ ２， ５４０ ２， ５１０ ０

２， １９０ ０ Ｏ
ドＩ　 Ｃ

Ｉ　Ｃ ３， ５００ ２， ９８０ ２， ５４０ ２， ５１０ ０
２， １９０ ２， ０００ ０

小　　計
デイス ０ Ｏ Ｏ ０

２， ４００ ０ ０
１， ８３０

クリート

総　　計 ３５００ ２， ９８０ ２， ５４０ ２， ５１０ ２， ４００ ２， １９０ ２， ０００ １， ８３０

出所）矢野径済研究所編「８６半導体市場の中期予測」１９８６年より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２０）



別生産高（１９８５年）

半導体産業の寡占体制（下）（肥塚） ８３

（単位 ：百万円）

日本アキサスイ
沖電気工業 ロ　　ー　　ム ソ　　ニ　　ー 富士電機 サンケン セイ　コーンスツルメント エプソン

リ　 コ　ー 太陽誘電
２３，７００ Ｉ７ ，９００ ０ ７００ ０ Ｏ １０，０００ １３ ，３００ ０
１１ ，５００ ３４ ，１００ １， ５００ ５， ３００ １， ８００ Ｏ １５ ，７００ １１ ，３００ Ｏ

３５ ，２００ ５２ ，０００ １， ５００ ６， ０００ １， ８００ ０ ２５ ，７００ ２４ ，６００ ０

３７ ，７００ ３， ３００ ２， ７００ ９００ ３３０ ０ ０ ０ ０
４， ３５０ ２， ４００ １８ ，０００ ２４ ，５００ ３， ８００ ０ ０ ０ ０

４２ ，０５０ ５， ７００ ２０，７００ ２５ ，４００ ４， １３０ ０ Ｏ ０ ０

７７ ，２５０ ５７ ，７００ ２２ ，２００ ３１ ，４００ ５， ９３０ ０ ２５ ，７００ ２４ ，６００ ０

０ ４， ６００ ２， ２００ ５， ３００ ２， ６００ １２ ，７９０ ２００ ０ ２０，１００

７７，２５０ ６２ ，３００ ２４ ，４００ ４７ ，９００ ８， ５３０ １２ ，７９０ ２５ ，９００ ２４ ，６００ ２０，１００

Ｏ ２， ９００ ３４ ，７００ ５， ３００ ３３ ，６７０ ２２ ，８９０ ０ １ＯＯ １， ８００

７７ ，２５０ ６５ ，２００ ５９，１００ ５３，２００ ４２ ，２００ ３５ ，６８０ ２５ ，９００ ２４ ，７００ ２１ ，９００

日本イノタ　ナ
ツミ 電機 浜　　　松

ショナル　流器 東　　　光 北　　　陸 和エレ
ホトニクス 仁工 村田製作所 婁　　士

』ヒ以
オリジン

ク　ト　ロ　ン

０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ ０ ０

Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０

０ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０

Ｏ ３００ Ｏ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０

０ ３， ２００ ０
１， ７００ ０ ０ Ｏ Ｏ ０

０ ３， ５００ ０
１， ７００ ０ Ｏ Ｏ ０ ０

Ｏ ３， ５００ Ｏ １， ７００ ０ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ

Ｏ ４， ８００ Ｏ ３， ５００ ６， ０００ ４， ２００ ３， ７５０ ３， ８１０ ２４０

０ ８， ３００ ０ ５． ２００ ６， ０００ ４， ２００ ３， ７５０ ３， ８１０ ２４０

９， ４００ ０ ７， ０２０ １， ４００ ０ ０ １５０ ０ ３， ３７０

９， ４００ ８， ３００ ７， ０２０ ６， ６００ ６， ＯＯＯ ４， ２００ ３， ９００ ３， ８１０ ３， ６１０

宝　　工　　業 沖セ 　ラ 日本ＬＳＩ 双信電機 国見電子 東只 コスクエ ロ　ジ 　ク 釜屋電機
日　　　本 之一 電子

モ　ス　
’

ケ　ミ　コ　ン ．　　　Ｒ

０ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０

Ｏ ０
１， ２００ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０
１， ２００ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０

０ ０ Ｏ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０

Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０ ０

０ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０

Ｏ ０
１， ２００ ０ ０ ０ ０ ０ ０

Ｏ
１， ３００ ０

１， １８０ １， ０００ １， ０００ ６００ ６００ ０

Ｏ
１， ３００ １， ２００ １， １８０ １， ０００ １， ０００ ６００ ６００ ０

１， ６８０ ０ ０ ０ ５０ ０ ０ Ｏ ５５０

１， ６８０ １， ３００ １， ２００ １， １８０ １， ０５０ １， ０００ ６００ ６００ ５５０

（２２１）



８４ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

　　　　　　　　　　　　表■一３半導体企業の製品
企業名
日本電気 日立製作所 東　　芝 松　　下 富士通 三菱電機

児、

工 二　 シヤープ
型口 名

ＭＯＳ ２３ ．９ ３０ ．０ １４ ．５ ６． ７ ５０．６ ２１ ．５ ４． ２ １１ ．２

メモリ
ＭＯＳ ３４ ．９ ２３ ．０ ３４ ．３ １８．７ ２２ ．９ ２２ ．５ １６ ．３ ４１ ．６

ロジ ック

ＭＯＳ

小　計
５８ ．８ ５３ ．０ ４８ ．８ ２５ ．４ ７３ ．５ ４４ ．０ ２０１５ ５２ ．８

パイポーラ ４． ３ １１ ．０ １．
４

２． ５ ２０ ．２ １５ ．１ ４． ０ Ｏ
デジタル
バイポーラ １０．３ １２ ．０ １５ ．４ ３４ ．５ １．

５ １６ ．７ ３２ ．７ ９． ４
リ　ニア
パイポーラ

小　計
１４ ．６ ２３ ．０ １６ ．８ ３７ ．０ ２１ ．７ ３１ ．８ ３６ ．７ ９． ４

半導体ＩＣ
小　　計

７３ ．４ ７６ ．０ ６５ ．６ ６２ ．４ ９５ ．２ ７５ ．８ ５７ ．２ ６２ ．２

ハイプリッ ５． １
５． １

２． ２ ０
３． ９

５． ６ ２０ ．２ ２． ８
ドＩ　 Ｃ

Ｉ　Ｃ

小　計
７９ ．６ ８２ ．Ｏ ６８ ．４ ６３ ．３ ９９ ．Ｏ ８１ ．５ ７７ ．５ ６５ ．９

デイス ２０ ．４ １８ ．Ｏ ３１ ．６ ３６ ．７ １．

０ １８ ．５ ２２ ．５ ３４ ．１

クリート

総　　計
１００．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００．０ １００ ．０ １００．０ １００ ．Ｏ

企業名 日
新電元工業

日　 ’・ 器 新日本無線 公下　子
　　　口

スタ＝■レー
１　　　　 ’生 竺・ 東洋電波

型口 名 モトロ 　ラ
ＭＯＳ １．

１ ０ ２２ ．３ Ｏ ０ Ｏ ０ ０

メモリ
ＭＯＳ ５２ ．２ Ｏ ７７ ．７ Ｏ

１．

０ Ｏ ０ ０
ロジ ック

ＭＯＳ

小　計
５３ ．３ ０ １００ ．０ ０

１．

０ Ｏ ０ ０

バイポーラ ２１ ．７ ０ ０ ０
４． １ Ｏ ０ ０

デジタル
バイポーラ １９ ．２ ０ ０ ０ ７６ ．９ Ｏ ０ ０
リ　ニア
パイポーラ ４０ ．９ ０ ０ ０ ８１ ．０ ０ ０ ０
小　　計
半導体ＩＣ ９４ ．１ Ｏ １００ ．０ ０ ８２ ．０ ０ Ｏ Ｏ
小　　計
ハイプリッ ０ １９ ．２ Ｏ Ｏ

２． ７ １００ ．０ ９． ５ ０
ドＩ　 Ｃ

１　Ｃ ９４ ．１ １９ ．２ １００ ．Ｏ Ｏ ８４ ．８ １００ ．０ ９． ５ ０

小　計
デイス ５． ９ ８０ ．８ ０ １００ ．０ １５ ．２ ０ ９０ ．５ １００ ．０

クリート

総　　計
１００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００．０ １００ ．０ １００１０ １００．Ｏ １００ ．０

企業名
輿亜電工 アンリツ

日　　器 日　アピオ フイガ ロ 日　　コソ 旭マイクロ
デ１■サエ システム モリリカ型口 名 ．　　児 一　ク　ス

ＭＯＳ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ Ｏ

メモリ
ＭＯＳ ０ ０ Ｏ Ｏ Ｏ ０ １００．０ Ｏ
ロジ ック

ＭＯＳ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ １００ ．０ ０

小　計
バイポーラ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ ０ Ｏ
デジタル
パイポーラ ０ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

リニア
バイ 、ポーラ

０ Ｏ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０

小　計
半導体ＩＣ ０ ０ Ｏ Ｏ Ｏ ０ １００ ．Ｏ Ｏ
小　　計
ハイプリッ １ＯＯ ．０ １００ ．０ １００．０ １００ ．０ ０ １００ ．０ ０ ０
ドＩ　 Ｃ

Ｉ　Ｃ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ ０ １００．０ １００ ．０ ０

小　計
デイス ０ ０ Ｏ ０ １００ ．０ Ｏ ０ １００ ．０

クリート

総　　計
１００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００．０ １００ ．０

出所）表皿一２より作成 。

（２２２）



構成比率（１９８５年）

半導体産業の寡占体制（下）（肥塚） ８５

（単位 ：パーセント）

日本アキサスイ
沖電気工業 ロ　　ー　　ム ソ　　ニ　　ー 富士電機 サンケン　　厚

セイコー
ノスツルメント エプソン

リ　 コ　ー 太陽誘電
３０ ．７ ２７ ．５ Ｏ

１１

３ ０ Ｏ ３８ ．６ ５３ ．８ Ｏ

１４ ．９ ５２ ．３ ２．
５ １０ ．０ ４． ３ Ｏ ６０ ．６ ４５ ．７ ０

４５ ．６ ７９ ．８ ２．
５ １１ ．３ ４． ３ ０ ９９ ．２ ９９ ．６ ０

４８ ．８ ５．

１ ４，

６
１．

７
Ｏ．

８ Ｏ Ｏ ０ Ｏ

５． ６ ３．
７ ３０ ．５ ４６ ．１ ９． Ｏ ０ ０ ０ ０

５４ ．４ ８． ８ ３５ ．１ ４７ ，８ ９． ８ ０ ０ ０ ０

１００ ．Ｏ ８８ ．６ ３７ ．６ ５９ ．１ １４ ．１ ０ ９９ ．２ ９９ ．６ ０

０ ７． ０ ３．
７ １Ｏ ．０ ６． ２ ３５ ．８ Ｏ．

７ ０ ９１ ．８

１００ ．Ｏ ９５ ．６ ４１ ．３ ９０ ．０ ２０ ．２ ３５ ．８ １００ ．０ ９９ ．６ ９１ ．８

Ｏ ４． ４ ５８ ．７ １Ｏ ．０ ７９ ．８ ６４ ．２ ０ Ｏ． ４ ８． ２

１００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０

日本インターナ ツミ電機 浜　　松 東　　光 北　　陸 東和 エレ 村田製ｆ乍所 晶　　士ショナル 　流器
、ホ

、トニクス と工 ク　ト　ロン 』ヒ以
オリジン
　　壮

Ｏ Ｏ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ

０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

Ｏ ３． ６ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

Ｏ ３８ ．６ ０ ２５ ．８ ０ ０ ０ ０ ０

０ ４２ ．２ ０ ２５ ．８ ０ ０ ０ ０ ０

Ｏ ４２ ．２ Ｏ ２５ ．８ Ｏ Ｏ ０ ０ Ｏ

Ｏ ５７ ．８ Ｏ ５３ ，０ １００ ．０ １００ ．０ ９６ ．２ １００ ．０ ６． ６

Ｏ １００ ．Ｏ ０ ７８ ．８ １００ ．Ｏ １００ ．０ ９６ ．２ １００ ．０ ６． ６

１００ ．０ ０ １００ ．Ｏ ２１ ．２ ０ ０ ３．
８ ０ ９３ ．４

１ＯＯ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ

宝　　工　　業
１　セ　ラ 日本ＬＳ

双信電機 国見電子
斤、 コス 釜屋電機 日　　本

之一 電子
クエ ロジ ク モス

自Ｉ

ケ　ミ　コン ．　　　戸

０ ０ Ｏ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０

Ｏ ０ １００ ．Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０ １００ ．０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ

Ｏ ０ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ

Ｏ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ

Ｏ Ｏ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ ０

０ ０ １００ ．Ｏ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ ０

０ １００ ．０ Ｏ １００ ．０ ９５ ．２ １００ ，０ １００ ．０ １００ ．０ Ｏ

０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ ９５ ．２ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ ０

１００ ．０ Ｏ Ｏ ０ ４． ８ ０ ０ ０ １００ ．Ｏ

１００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ

（２２３）
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５０％以上の比率を占めているかどうかである 。

　この基準にしたがえぱ，０半導体ＩＣの生産比率が５０％を越える企業は１８杜，（２）ハイ

ブリッドＩＣの生産比率が５０％を越える企業は１９杜，　デ ィスクリートの生産比率が

５０％を越える企業は１４杜とな っている。このように，半導体諸企業は，生産品種構成に

おいて顕著な違いを有し，３つのグルーブに分類することができる 。

　さらに詳しくみると ，生産品種構成の分析において明らかなことは次の２点である 。

　第１に，半導体ＩＣの生産比率が５０％を越える企業には，３つの製品群全部を生産し

ている企業と ，ほ陵半導体ＩＣだけを生産している企業とが存在することである 。

　第２に，ハイプリッドＩＣの生産比率が５０％を越える企業およびデ ィスクリートの生

産比率が５０％を越える企業のほとんどは，それぞれの製品だけを生産しており ，他の２

つの製品群は生産していないということである。とりわけ，半導体ＩＣはほとんど生産

していない 。

　（３）半導体産業における市場集中度

　以上の結果はどのように説明できるであろうか。また，０半導体ＩＣ，（２）ハイブリッ

ドＩＣ，　デ ィスクリートのいずれかの製品の生産比率５０％以上という分類基準は，は

たして企業構造類型の基準として理解してよいであろうか。これらの問いに答えるため

に， さらにそれぞれの製品市場におげる各企業の市場集中度を検討することにする 。（２）

の検討で各企業における生産品種構成の比率は明らかにされたが，それだけでは十分で

はない。各企業がそれぞれの市場においてどのような地位を占めているかを明らかにし

て初めて，各半導体企業の相互の位置関係が確定されるからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　市場集中度の分析については様々な見解があるが，ここでは植草益氏の基準にしたが

って検討を行う 。植草氏の基準は，つぎのように４つにわかれている 。

　　○上位８杜集中率７０％以上…… 極高位集中

　　（２）上位８杜集中率６９～４０％ ・・・… 高位 ・中位集中

　　　上位８杜集中率３９～２０％…… 低位集中

　　＠上位８杜集中率２０％未満 ・・・… 非集中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　植草氏のこの基準は，ヘイノ（Ｂ・ｍ　ＪＳ）の研究を参考にしている。例えは，ヘイソ

は， 上位８杜集中率７０％以上と７０％未満では利潤率で大きな格差があり ，７０％以上は市

場集中度と利潤率の間に有意た相関関係が認められる数値としている 。

　そこで，半導体産業をこの基準で分析する。前出した表皿二１より ，半導体産業のそ

れぞれの市場は次のように区分されるら

（２２４）
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　　０半導体市場全体……………７４．２％で極高位集中

　　　デ ィスクリート市場………７４．３％で極高位集中

　　　ハイブリッドＩＣ市場……６１．４％で高位 ・中位集中

　　　半導体ＩＣ市場…………… ８２．６％で極高位集中

　植草氏の基準によれば，半導体産業はハイブリッドＩＣ市場をのぞいて，極高位集中

寡占であることがわかる 。

　つぎに，半導体企業の製品別市場集中度をさらに具体的に検討する。前出した表ｍ －２

より半導体企業の製品別市場集中度を示す表ｍ－４がえられる。これらの結果から判る

ことは，次の３点である 。

　第１に，すでに上位８杜集中度の検討で指摘したように，デ ィスクリート ，ハイブリ

ッドＩＣ，半導体ＩＣ各市場とも ，高い市場集中度を実現していることである。しかし

詳しくみると ，デ ィスクリート市場では，東芝，日本電気，松下電子工業，日立製作所

の上位４杜で５４．３％，これに Ｐ一ム ，シャープ，三菱電機，富士電機，サンケソ電気 ，

東京三洋電機を加えた上位１０杜で８５．４％になる（表皿 一５参照）。 つぎにハイブリッドＩＣ

市場をみると ，日本電気，太陽誘電，東京三洋電機（１９８７年に三洋電機と合併），日立製作

所の上位４杜で４０．４％，これにサソケン電気，松下電子部品，三菱電機，富士通，東芝 ，

北陸電気工業，ソニー ミツミ電機，沖電気工業を加えた上位１３杜でも７５．６％にしかな

らない（表皿 一６参照）。 最後に，半導体ＩＣ市場では，日本電気，日立製ｆ乍所，東芝，富

士通の上位４杜で５９．７％を占めており ，これに松下電子工業と三菱電機を加えた上位６

杜で８９．３％とほぽ９割を占めている（表ｍ －７参照）。 したが って，半導体ＩＣ市場が最も

市場集中度が高く ，そのつぎがデ ィスクリート市場であり ，市場集中度が一番低いのは

ハイブリッドＩＣ市場であることがわかる 。

　第２に，半導体市場全体の上位企業が各市場の上位を占めていることである。半導体

市場全体の上位企業の市場集中度は，日本電気，日立製作所，東芝の上位３杜で４５．２％ ，

松下電子工業，富士通，三菱電機を加えた上位６杜で６６．７％，さらに東京三洋電機，シ

ャープ，日本ＴＩ，沖電気工業，ローム，ソニー を加えた上位１２杜で８５．４％（表皿 一８参

照）である。これら１２杜が各市場の上位１２杜のうち何杜を占めているかを見ると ，デ ィ

スクリート市場で９杜，ハイブリッドＩＣ市場で８杜，半導体ＩＣ市場で１１杜である 。

半導体市場全体の上位企業は，順位こそ若干の違いはあるか，との市場においても上位

を占めていることがわかる 。

　第３に，半導体市場全体の上位１２杜の市場集中度は，半導体ＩＣ市場において高いわ

（２２５）
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　　　　　　　　　　表■一４半導体企業の製品別
企業名
日本電気 日立製作所 東　　芝 松　　下 富士通 三菱電機

凧
型品名 工 二　 シヤープ
ＭＯＳ
メ　モ　リ

２０ ．７ ２３ ．５ ９． ３
２．
７ １９ ．０ ６． ８ ０． ８

２．
０

ＭＯＳ
ロジ ック

２３ ．７ １４ ．１ １７ ．４ ５． ８ ６． ８ ５． ６ ２． ６ ５． ８

ＭＯＳ

小　計
２２ ．４ １８ ．３ １３ ．９ ４． ４ １２ ．１ ６． １

１．

８ ４． １

バイポーラ
デジタル

９．
７ ２２ ．４ ２． ４ ２．

６ １９．８ １２ ．５ ２．
１ ０

バイポーラ
リ　ニア

１２ ．５ １３ ．１ １３ ．９ １８ ．９ ０． ８ ７． ４ ９． １ ２． ３

パイポーラ
小　　計

１１ ．５ １６ ．３ ９． ９ １３ ．３ ７． ４ ９． ２ ６． ７
１．

５

半導体
Ｉ　　Ｃ

１８ ．８ １７ ．６ １２ ．７ ７． １ １０．６ ７． １ ３． ４ ３．
３

ハイプリッ
ドＩ　 Ｃ

１０．６ ９． ６ ３． ４ Ｏ ３． ５ ４． ３ ９． ７
１．
２

Ｉ　Ｃ

小　計
１７ ．９ １６ ．７ １１ ．５ ６．

５
９．
７

６．
７

４． Ｏ ３． １

デイス
クリート

１４ ．４ １１ ．５ １６ ．６ １１ ．８ ０．
３

４． ８ ３．
７ ５． ０

総　　計
１７ ．１ １５ ．４ １２ ．７ ７． ８ ７． ４ ６． ３ ４． Ｏ ３．

５

企業名 日
新電元工業

日　 ’・ 器
’ゴ 新日本無線 松　　下 スタソレー

型品名 モトローラ １　　　　　 ’吐 口 東洋電波
ＭＯＳ
メ　モ　リ

０． ０ ０ ０． ８ ０ ０ ０ ０ ０

ＭＯＳ
１コ ジック

１．

７ ０ ２． １ ０ ０． ０ ０ ０ ０

ＭＯＳ
小　　計

１．

０ ０
１．

５ ０ ０． ０ ０ ０ ０

パイポーラ
デジタル

２．
３ Ｏ ０ ０ ０． ３ ０ ０ ０

パイ 、ポーラ

リ　ニア
１．

１ ０ Ｏ ０ ３． ４ ０ ０ ０

パイ 、ポーラ

小　計
１１

５ ０ Ｏ ０
２．
３ ０ Ｏ Ｏ

半導体ＩＣ
小　　計

１．

１ ０
１．

０ ０ ０． ８ ０ Ｏ ０

ハイプリッ
ドＩ　 Ｃ

Ｏ
１．

６ ０ ０
０．
２

６．
５

Ｏ．
５ ０

Ｉ　Ｃ

小　　計
１．

０ ０． ２ ０． ９ ０ ０．
７

０．
７

０． １ ０
’“

アイス
クリート

０． ２ ２． ３ Ｏ ２． ６ ０． ４ ０
１．

７
１．

７

総　　計
０． ８ ０． ７ ０． ７ Ｏ． ６ ０１ ６ ０． ６ ０． ５ ０． ５

企業名
輿亜電工 ア１／リツ 日　　器

日　アピオ フイガ ロ 日　　コソ 旭マイクロ
製品名 ．　　尺 一　ク　ス デンサエ システム

モリ　リカ

ＭＯＳ

メモリ
０ ０ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ ０

ＭＯＳ
ロジ ック

０ ０ Ｏ Ｏ ０ Ｏ ０． ３ ０

ＭＯＳ
小　　計

Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０． ２ ０

パイポーラ
デジタル

Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ Ｏ

パイポーラ

リニア
０ Ｏ Ｏ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ

バイポーラ

小　計
Ｏ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０

半導体ＩＣ
小　　計

０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０． １ ０

ハイプリッ
ドＩ　 Ｃ

１．

８
１．

６
１．

３
１．

３ ０
１．

１ Ｏ Ｏ

ＩＣ

小　　計
０． ２ ０． ２ ０． １ ０． １ ０ ０． １ ０． １ Ｏ

デイス
クリート

０ ０ ０ ０ Ｏ． ４ Ｏ ０ ０． ３

総　　計
Ｏ． ２ ０． １ ０． １ ０． １ ０． １ ０． １ Ｏ． １ ０． １

出所）表皿一２より作成 。

（２２６）
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市場集中度（１９８５年）

　　　　　　８９

（単位 ：パーセント）

日本アキサスイ
沖電気工業 ロ　　ー　　ム ソ　ニ　ー 富士電機 サンケン胃　　　　　←

セイコー
ンスツルメノト エプソン

リ　 コ　ー 太陽誘電
５． ２ ３．

９ Ｏ ０． ２ Ｏ ０ ２． ２ ２． ９ ０

２． ０ ５． ８ Ｏ．
３ ０． ９ ０． ３ Ｏ ２．

７
１．

９ ０

３． ４ ５． Ｏ ０． １ ０．
６ ０， ２ Ｏ ２．

５ ２．
４ ０

２１ ．４ １．

８
１．

５
０１

５ ０．
２ Ｏ Ｏ ０ Ｏ

１．

３ ０．
７ ５． ５ ７．

４
１．

２ Ｏ ０ Ｏ Ｏ

８． ３ １．

１ ４． １ ５． ０ ０． ８ Ｏ ０ Ｏ ０

５． ０ ３． ７
１．

４ ２．
０ ０． ４ Ｏ

１，

６ １．
６ ０

０ ２．

４
１．

１ ２．

８
１，

４ ６．
７ ０． １ ０ １０ ．６

４．

４ ３．

５
１．

４ ２．

７ Ｏ．

５
Ｏ，

７
１．

５
１１

４
１．

１

０ ０． ５ ６． １ ０． ９ ４． Ｏ ４． １ ０ Ｏ． ０ ０． ３

３． ３ ２． ８ ２． ５ ２． ３
１．

８ １．

５
１．
１ １．

１ ０． ９

日本インターナ
ミツミ電機 浜　　松 東　　光

北 和エレ
ショ ナル流器

村田製作所 最　　士、ポトニクス 一■ 片工 クトロン ←ヒ甘
オリシン
　片

０ ０ ０ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ Ｏ

０ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０

０ ０ ０ ０ Ｏ Ｏ ０ ０ ０

０ ０． ２ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

０
１．

０ Ｏ ０．
５ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ

０ ０． ７ Ｏ ０． ３ ０ ０ ０ ０ Ｏ

０ ０．
２ Ｏ ０． １ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ

０ ２，
５ ０

１１

８ ３． １ ２．
２ ２， ０ ２．

０ ０． １

０ ０． ５ Ｏ Ｏ． ３ ０．
３ ０． ２ ０． ２ ０． ２ ０．

０

１．

７ Ｏ
１．

２ ０． ２ Ｏ ０ Ｏ． ０ ０ Ｏ． ６

０． ４ ０． ４ ０． ４ ０． ３ ０． ３ ０． ３ Ｏ． ２ ０， ２ ０． ２

宝　工　業 矛　セラ
日本ＬＳ

双信電機 国見電子
斤、 コス 釜屋電機 日　　本

之’ 電子
クエ ロジ ク モス　 ケミコン ．　　戸

０ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ

Ｏ Ｏ ０． ２ ０ Ｏ Ｏ Ｏ ０ ０

０ ０ ０． １ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

Ｏ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ

０ Ｏ Ｏ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０． １ ０ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ

Ｏ ０．
７ ０ Ｏ．

６ ０１
５ ０． ５ Ｏ． ３ ０． ３ Ｏ

Ｏ ０． １ Ｏ． １ ０． １ ０． １ ０， １ ０．
０ Ｏ． ０ ０

０， ３ Ｏ ０ ０ ０． ０ ０ ０ ０ ０． １

０． １ ０． １ ０． １ Ｏ． １ ０．
０ ０．

Ｏ Ｏ．
０ ０． ０ ０．

０

（２２７）
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けであるが，さらに半導体ＩＣ市場を立ち入って検討すると ，つぎのことがわかる。上

位１２杜ではＭＯＳ　ＩＣ市場よりもバイポーラ市場の方が市場集中度は高いが，上位３杜

および上位６杜ではＭＯＳ　ＩＣ市場の方が市場集中度は高い（表Ｗ－９参照）。 したがって ，

ＭＯＳ　ＩＣ市場は最上位企業による寡占化が進んでいる 。

　以上から明らかなことは，０半導体産業では市場集中度は高く ，寡占体制を形成して
　　　７）
いること ，　半導体市場全体の上位企業はいずれの市場においても上位を占めているこ

と， （３）最上位企業の集中度はＭＯＳ　ＩＣ市場で最も進んでいること ，の３点である 。

　ところで，市場集中度が高く ，寡占体制を形成しているという点では，岡本博公氏が

　　　　　　　　　　　８）
［現代鉄鋼企業の類型分析』で明らかにしている鉄鋼業の寡占体制と同様である。はじ

めに指摘しているように，鉄鋼業における銑鋼一貫企業は，下方硬直的な価格設定を維

持し，強固な協調的寡占体制を形成している。他方，半導体産業の価格行動は，代表的

製品のＤＲＡＭに特徴的にみられるように新製品の登場のたびに急速な価格低下を繰り

返している。つまり ，半導体産業は鉄鋼業と同様に，他産業に製品を素材として提供し

ているが，非常に対照的な価格行動をとっ ている。しかし，市場集中度というレベルで

見てみると ，半導体産業は鉄鋼業と同様に寡占体制を形成しており ，共通の特徴を持 っ

ている 。

　２　企業構造類型の析出

　以上，半導体の生産品種構成と市場集中度を明らかにしてきた。ここから明らかにた

ることは，半導体の製品の大別である，０半導体ＩＣ，　ハイブリッドＩＣ，　デ ィスク

リートの３つが各企業において生産比率５０％以上であるかどうかという分類基準から導

き出された３つのグループは，市場集中度においても顕著な違いを有していることであ

る。 半導体ＩＣ生産比率５０％以上の企業の多くは，市場集中度が最も高い企業であり ，

ハイブリッドＩＣやデ ィスクリートの生産比率５０％以上の企業は，市場集中度が低い企

業である。つまり ，それぞれのグルーブは市場における位瞳が異な っている。こうして ，

生産品種構成の検討で区別した各グループは，市場集中度の検討をふまえて，企業構造

類型として確認することができる（表皿 一１０参照）。

　各企業構造類型を詳しく見ると ，つぎのような特徴を持つ 。

　企業構造類型１は，半導体ＩＣ生産比率が５０％を越える企業のグループであるが，上

述したように，多品種の製品を生産する企業群と ，少品種しか生産しない企業群の２つ

から構成されている。前者を類型１一（１）とし，後者を類型１一（２）とする。前者の企業群に

（２２８）



表皿 一５

半導体産業の寡占体制（下）（肥塚）

ディスクリート市場の市場集中度と参入企業

９１

上位

４　　杜

１０　　杜

１１位以下

市場集中度

５４ ．３％

８２．０％

企　　　　　業　　　　　名

東　芝，日本電気，松下電子工業，日立製作所

ローム ，シャープ，三菱電機，富士電機，サンケソ電気，東京三洋電

機

ほとんどが電子部品企業（２１杜）

出所）表皿 一４より作成 。

表皿 一６ ハイブリッドＩ　Ｃ市場の市場集中度と参入企業

上位

４　　杜

１３　　杜

１４位以下

市場集中度

４０．４％

７５，６％

企　　　　　業　　　　　名

日本電気，太陽誘電，東京三洋電機，日立製作所

サンケン電気，松下電子部品，三菱電機，富土通，東　芝，北陸電子

工業，ソニー ミツミ電機，沖電気工業

ほとんどが電子部品企業（２３杜）

出所）表皿 一４より作成 。

表■ 一７ 半導体Ｉ　Ｃ市場の市場集中度と参入企業

上位 市場集中度 企　　　　業　　　　名

４　杜 ５９．７％ 日本電気，日立製作所，東　芝，富士通

６　杜 ７３．９％ 松下電子工業，三菱電機

１０　杜 ８９．３％ 日本Ｔ　Ｉ ，沖電気工業，東京三洋電機，シャープ

１１位以下

ソニ ｒセイコーエブソン，リコー ローム ，日本モトローラ ，日本
器製造，新日本無線，富士電機，ミツミ電機，旭マイクロシステム

，日本Ｌ 　Ｓ　Ｉロ ジック

出所）表皿 一４より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
属する企業は，日本電気，日立製作所，東芝，松下電子工業，富士通，三菱電機，東京

三洋電機，シャープ，沖電気工業，ソニー の１０杜である。これらの企業はいわゆるエレ

クトロニクス巨大企業と呼ぽれる企業である。後者に属する企業は日本ＴＩ，セイコー

エフソノ，リコー 日本モトローラ ，日本楽器製造，新日本無線，旭マイクロノステム ，

日本ＬＳＩロ ジックの８杜である。セイコーエプソン，リう一 日本楽器製造の３杜は

エレクトロニクス産業以外の巨大企業であり ，あとの５杜はアメリカ半導体企業の日本

における生産子会杜である 。

　前者の類型１一（１）は，市場集中度の検討からも明らかなように，いずれの製品の市場

（２２９）
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においても ，半導体市場全体においても ，高い市場集中度を占めている。ちなみに，こ

の類型１一（１）は，半導体市場全体の上位１２杜から外資系の日本ＴＩと半導体専業に近い

ローム を除いた１０杜である 。

　後老の類型１一（２）は，８０年代に入ってから日本に進出してきた旭マイクロシステム ，

　　　　　　　１０）
日本ＬＳＩロ ジック・の外資系２杜を除いた６杜は生産高９位から２２位に位置しており ，

半導体産業の中位に位置する企業である 。

　企業構造類型２は，ハイブリッドＩＣ生産比率が５０％を越える企業のグループである 。

これに属するのは，以下の１９杜である。すなわち，太陽誘電，松下電子部品，ミツミ電

機， 東光，北陸電気工業，東和エレクトロソ，村田製作所，富士電気化学，輿亜電工

（現ＫＯＡ），アソリツ，日本低抗器製作所，日本アビオニクス，日本 コン デソサエ業 ，

沖セラミックエ業，双信電機，国見電子，東京 コスモス電機，釜屋電機，日本ケミコン

である。これらの企業はもっ ぱらハイブリッドＩＣを生産しており ，半導体ＩＣをも生

産しているのは，ミツミ電機，東光の２杜だけであり ，デ ィスクリートを生産している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
のも ，太陽誘電，東光，村田製作所，国見電子の４杜だけである。あとの１４杜はハイプ

リッドＩＣのみの生産である 。

　企業構造類型３は，デ ィスクリート生産比率が５０％を越える企業のグループである 。

これに属するのは，以下の１４杜である。すなわち，ローム，富士電機，サンケン電気 ，

表■一８　半導体市場全体の市場集中度

上位　　市場集中度 企　　　　　業　　　　　名

３　　杜　　４５．２％　　　日本電気，日立製作所，東　芝

６　　杜　　６６．７％　　松下電子工業，富士通，三菱電機

１２　杜　　８５．４％　　東夙二洋電機，シヤープ，目本Ｔ　Ｉ ，沖電気工業，ローム，ソニー

出所）表皿一４より作成 。

表１－９　半導体市場全体の上位１２杜の各市場での市場集中度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：パーセント）

上位全体千導芭。。。メモリロ ジツク 簑，１デジタルリーアニ壬郁バ

３杜４５，２４９，１５４，６５３，５５５，２３７，７３４，５３７，７２３，６４２
．５

６杜６６，７７３，９７７，２８２，０７３，４６７，６６９，４６７，６３１，４５９
．４

１２杜　８５，１　９２，７　９２，２　９４，１　９０，８　９４，３　９６，７　９４，３　５２，９　７５ ．６

出所）表ｍ－４より作成 。

（２３０）



　　半導体産業の寡占体制（下）（肥塚）

表１１－１０半導体産業における企業構造類型

９３

企業　迫
刑 類　型　基　準 企　　　　業　　　　名

（１）全品種 日本電気，日立製作所，東　芝，松下電子工業，富士通 ，

半導体Ｉ　Ｃ
生産企業 三菱電機，東京三洋電機，シャーブ，沖電気工業，ソニー

１ 比率５０％

以上 （２）少品種
日本テキサスインスツルメント ，セイコーエプソノ，リ

生産企業
コー 日本モトローラ ，日本楽器製造，新日本無線，旭マ

イクロシステム，日本ＬＳＩロ ジック

太陽誘電，松下電子部品，ミツミ 電機，東　光，北陸電気

ハイブリッドＩ　Ｃ比率
工業，東和エレクトロン，村田製作所，富士電気化学，興

２

５０％以上
亜電工，アンリツ ，日本低抗器製作所，日本アビオ ニクス ，

日本 コノ デンサエ業，沖セラミックエ業，双信電機，国見

電子，東京 コスモス電機，釜屋電機，日本ケミコン

ローム，富士電機，サンケソ電気，新電元工業，鳥取三洋

３ ディスクリート比率 電機，スタンレー電気，東洋電波，日本イノターナショ ナ

５０％以上 ル整流器，浜松ホトニクス，オリジソ電気，フィガ ロ技研 ，

モリリカ ，宝工業，芝浦電子製作所

出所）筆者作成 。

新電元工業，鳥取三洋電機，スタソレー電気，東洋電波，日本インターナショ ナル整流

器， 浜松ホトニクス，オリジン電気，フィガ ロ技研，モリリカ ，宝工業，芝浦電子製作

所である。これらの企業ももっ ぱらデ ィスクリートを生産しており ，半導体ＩＣをも生

産しているのは，ローム，富士電機の２杜だげであり ，ハイブリッドＩＣを生産してい

るのもサンケン電気，新電元工業，スタソレー電気，オリジソ電気の４杜だけである 。

あとの８杜はデ ィスクリートのみの生産である 。

　これら企業構造類型２および３は全体としては，半導体産業の下位に位置する企業で

ある。ただし，それぞれの上位企業は他の製品も生産している 。

　３　半導体産業分析における企業構造類型論の有効性

　つぎに，企業構造類型間の競争関係を検討し，半導体産業分析における企業構造類型

論の有効性を明らかにする。まず，半導体産業における企業構造類型間の競争関係につ

いて検討する。もちろんそれぞれの企業構造類型内部において各企業は競争関係にある

が， ここでは類型間の関係に限定した検討を行う 。

　第１に，企業構造類型１一（１）の企業は，上述したように，半導体市場全体の上位１２杜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
から外資の日本ＴＩと半導体専業に近い ローム を除いた１０杜である。さらに半導体ＩＣ

市場との関係でいうと ，日本ＴＩを除いた上位企業にソニー を加えた１２杜である。これ

（２３１）
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らの企業は，半導体ＩＣ市場で上位を占めながら，デ ィスクリート市場やハイブリッド

ＩＣ市場でも ，高い市場集中度を実現している企業である 。

　第２に，企業構造類型１一（２）の企業は，アメリカ半導体企業の日本における生産子会

杜とエレクトロニクス産業以外の巨大企業である。これらの企業は，もっ ばら半導体

ＩＣ市場に参入しており ，また生産品種も特定のものに集中している。すなわち，生産

品種を特定化させながら，類型１一（１）の企業と競争しているわけである 。

　第３に，企業構造類型２の企業は，ハイブリッドＩＣをもっ ばら生産しており ，ミツ

ミ電機と東光を除いて，半導体ＩＣ市場には参入していない。しかし，これらの企業は ，

ハイブリッドＩＣ市場において，企業構造類型１一（１）の企業と競争関係にある 。

　第４に，企業構造類型３の企業は，もっ ばらデ ィスクリートを生産しており ，また ロ

ームと富士電機以外の企業は，半導体ＩＣ市場に参入していない。しかし，これらの企

業は，デ ィスクリート市場において，企業構造類型１一（１）の企業とも競争関係にある 。

　整理すると ，３つの企業構造類型間の競争関係はつぎのようになっている 。

　企業構造類型１一（１）の企業は，半導体ＩＣ市場で圧倒的な市場集中度を占めるととも

に， 全市場に参入し競争を行っている。企業構造類型１一（２）と企業構造類型２と企業構

造類型３の企業は，それぞれ半導体ＩＣ市場，ハイブリッドＩＣ市場，デ ィスクリート

市場で企業構造類型１一（１）の企業と競争関係にある。そして，企業構造類型２と３の企

業は，ミツミ電機，東光，ローム，富士電機といった一部の企業を除いて，半導体ＩＣ

市場に参入しえていない 。

　以上のような企業構造類型間の競争関係の検討をふまえると ，半導体産業において ，

生産品種構成からの企業構造類型分析は有効であることが確認できる。本章までで明ら

かになったことを結論的に指摘し，企業構造類型分析の半導体産業における特徴につい

て， 鉄鋼業と比較してみておこう 。

　本章までで明らかにな ったことは，半導体産業分析において，垂直的統合度は基準に

なりえず，生産品種構成からのみ企業構造類型が析出できるということである 。

　しかしこのことは，先にＩで紹介した岡本氏の企業構造類型分析のフレームワークの

欠陥を表わすものではない。鉄鋼業では，製銑一製鋼　熱延一冷延の各生産工程の全部

または一部を各鉄鋼企業は担当するとともに，鋼管，冷延 ・表面処理鋼板，熱延鋼板 ，

条項類といった各生産品種の全部または一部を各鉄鋼企業は担当している。このような

現実から，岡本氏は，鉄鋼業におげる企業構造類型の析出基準を，企業の生産構造にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ける垂直的統合度と生産品種構成の両方におかれた 。

（２３２）



　　　　　　　　　　　　半導体産業の寡占体制（下）（肥塚）　　　　　　　　　　９５

　これに対して，半導体企業における企業構造類型の析出基準は，垂直的統合度にはな

く， 生産品種構成の相違という製品の多様度の違いにある。すでにｎで指摘したように ，

半導体産業においては，マスク製造工程とウエハ製造工程という生産工程は専門企業が

担当し，ウエハ処理工程と組立工程はいずれの半導体企業も担当しているために，垂直

的統合度は全体として差異はない。他方，生産品種構成のほうは，半導体ＩＣ，ハイブ

リッドＩＣ，デ ィスクリートという生産品種のいずれを生産するかは各半導体企業で大

きく異な っている。これらの分析結果から半導体産業の場合，垂直的統合度は企業構造

類型の析出基準にはなりえず，生産品種構成のみが析出基準となりえるということがで

きた 。

　このように企業構造類型の析出基準は，それぞれの産業の特性によっ て異なる。鉄鋼

業では垂直的統合度と生産品種構成の両方から企業構造類型を析出できるが，半導体産

業の場合は生産品種構成からのみ企業構造類型が析出できるということである 。

　このような企業構造類型分析における基準の違いは，両産業間の寡占体制の違いを反

映している 。

　つまり ，鉄鋼業は，図皿一１のよう　　　　　　　図■一１寡占産業の特徴

に銑鋼一貴企業は垂直的統合度も生産

品種構成も両方高い企業であり ，強固

な寡占体制を形成している。すなわち，　　　生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産
銑鋼一貴企業の上位企業は，高炉一転　　　　品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種
炉一ホ ットストリッ プミル体系という　　　　の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多
現代の鉄鋼業の基軸的な大規模一貫製　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度
鉄所を持つと共に，大量生産分野の流

れに立脚した熱延広幅帯鋼という基軸

生産品種を中心としながらも多様な生　　　　　　　　　　垂直的統合度

産品種をかかえるフルライン生産を実　　　　　出所）筆者作成 。

玩することによっ て， その地位を強固なものにしているわけである。したが って，鉄鋼

業において市場集中度の高い上位企業になるには，垂直的統合度も生産品種の多様度も

両方高めていくことが必要とされる 。

　他方，半導体企業では，企業構造類型１一（１）の企業が寡占体制の中心軸を形成してい

るが，それは垂直的統合度の高さではなく ，生産品種構成の多様度に依存している。す

なわち，半導体産業において，垂直的統合度は，鉄鋼業のようには問題にならないわけ

（２３３）
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で， それだけ市場参入をはかりやすいといえる。実際，企業構造類型２と３の企業の多

くは，主要製品であるＭＯＳ　ＩＣ市場に参入しえていないが，全体としては２０の企業が

ＭＯＳ　ＩＣ市場に参入している。この点では，鉄鋼業の場合とは大きく違っている。鉄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
鋼業において主要製品である広幅帯鋼を生産している企業は，わずか６杜であ った。半

導体産業では，企業構造類型間の移動障壁は鉄鋼業より低いという特徴を持つ。したが

って，このことは，ＭＯＳ　ＩＣ市場への参入可能性の高さを説明している 。

　　１）拙稿「半導体産業の寡占体制　競争的寡占体制分析一（上）」『立命館経済学」第３７巻第１

　　　号，１９８８年４月 。

　　２）以上の説明は，Ｊ．バーンスタイソ丁ベル研　ＡＴ＆Ｔの頭脳集団」ＨＢＪ出版局，１９８７年 ，

　　　鳩山道夫［半導体を支尺た人々』誠文堂新光杜，１９８０年，ＴＲ　リート『チ ソフに組み込

　　　め！」草思杜，１９８６年 。

　　３）半導体の生産が開始されたのは，［機械統計年報』に記載されるよりも当然のことながら

　　　速い。例えぱ，日本においてトランジスタの生産が開始されるのは１９５４年，ＩＣの生産開始

　　　は１９６６年，ＭＯＳ　ＩＣの生産開始は１９６７年のことである。したが って，日本はトラノソスタ ，

　　　ＩＣともアメリカにほぽ５年遅れて生産が開始されたわけである 。

　　４）資料は，矢野経済研究所編『８６半導体市場の中期予測』１９８６年によっ ており ，ハイブリ

　　　　ッドＩＣおよびデ ィスクリート生産企業をすべて網羅しているわけではない。したが って ，

　　　 ここでの数値も資料的制約はまぬがれていない。しかし，半導体産業全体の特徴をつかむ上

　　　では，貴重な資料である 。

　　５）植草益［産業組織論』筑摩書房，１９８２年，１２へ 一ソ 。

　　６）Ｂａｉｎ，Ｊ
．Ｓ

．， １〃“３炉〃０昭舳伽〃ｏ〃，１ｓｔ　ｅｄ ．， １９５９，２ｎｄ ．， １９６８，Ｐ．４４６（宮沢健一監訳

　　　［産業組織論」下，丸善，１９７０年，４８４へ 一ソ）。

　　７）鉄鋼業の上位８杜集中率は，粗鋼で８０６％（１９８０年）とな っており ，市場集中度は半導体

　　　産業より少し高い 。

　　８）岡本博公［現代鉄鋼企業の類型分析』ミネルヴァ 書房，１９８４年 。

　　９）松下電子工業はハイフリヅトＩＣを生産していないが，松下電器産業の子会杜である松下

　　　電子部品とともに考える必要がある。松下グルーブでは，両杜がグループの半導体生産企業

　　　　として位置づけられている 。

　　１０）矢野経済研究所編，日１』掲書，１５６およぴ１６０へ一ソ 。

　　１１）東光は半導体ＩＣ，ハイプリッドＩＣ，デ ィスクリートの３つの製品群全てを生産している 。

　　１２）　 ロームの全生産高に占める半導体の比率は１９８５年で７０８％である。矢野経済研究所編，前

　　　掲書，２５６べ一ジ参照 。

　　１３）岡本博公，則掲書，１２２～１２６へ 一ソ 。

　　１４）同上，１１２～１１３べ 一ジ第３－７表および１１９ぺ一ジ第３－８表 。

（２３４）



半導体産業の寡占体制（下）（肥塚） ９７

ｗ　半導体産業の技術革新と競争的寡占体制

　１　半導体産業の技術革新

　皿でみたように，半導体産業の企業構造類型の析出は，垂直的統合度ではなく生産品

種構成と市場集中度によって行われ，３つの企業構造類型が明らかにされた。この３つ

の企業構造類型間の基本的な競争関係についてはすでに提示しているが，はじめにでも

指摘しているように，半導体産業における企業間の競争関係において特徴的なのは，激

しい企業間の競争にもとづく急速な価格低下現象である。とりわけ，この玩象は半導体

の代表的製品であるＤＲＡＭにおいて最も顕著にみられる。本章の課題は，半導体産業

における企業間の競争関係のあり様を検討することによっ て， ＤＲＡＭの価格低下を引

き起こす原因を明らかにし，さらには半導体産業の寡占体制を特徴づけることである 。

　（１）半導体技術の開発競争

　ＤＲＡＭの価格低下現象を技術革新のあり様を軸にしながら，以下みていく 。

　はじめに，半導体の価格低下現象について確認する。これは図Ｗ－１からわかるよう

に， 数年間で価格が数十分の一以下になり ，かつ３～４年で，製品の世代交替が行われ

るという現象である。ＤＲＡＭは，１９７０年に登場して以来，６つの世代を経て，現在

１Ｍ　ＤＲＡＭ世代に入っている。１８年間で６つの世代であるから，ち ょうど３年間隔

　　　　　　　　　　　　図Ｗ－１ＤＲＡＭチ ップの価格

　　ドル
　１Ｏ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（点線は予測値）

　　１Ｋ　　４Ｋ　　　１６Ｋ　　６４Ｋ
８

６

４

２５６Ｉ〈　１Ｍ　　４Ｍ　　１６Ｍ

　ｌ　　　　１　　　　１　　　　・
　１　　　 ｌ　　　１　　　 ｌ

　ｌ　　 ｌ　　 ，　　 ｌ

　ｌ　　 、　　 一　　 １
　１　、　　 、　　 １　、　　　、　　　　　　　　 、
　　　　　　　、　、　　　、　　　　　　　　、
　　　　　　　、　、　　　、　　　　　　　　 、
　、　　 、　　 、　　 、

　　　　　　　　、　　、　　 、　　　 、　　 、

　　 、　　 、　　　 、　　　 、
　　、　　　　　、
一一・‘、 ・一一・べ一一ｉ 、一一一一・・一一一

冗（３ ．１４ドル）

＼　　　　　、　　　　、
、　　　　　、　　　　、

　、　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冗

１９７０　　　　　　　　　　　　　　　１９８０　　　　　　　　　　　　　　　１９９０

　　出所）志村幸雄『ハイテク時代と企業経営』１９８６年，１０ぺ 一ジ ，図５ 。

２０００年

（２３５）
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でつぎの世代が登場したわけである。どの世代も市場に投入される時は数１０ドルである

が価格は３ドル程度まで急速に低下する。バイの値（３．１４）へ下がっていくので，これ

をアメリカのリンビル教授は「パイドルの法則」と呼んでいる。そしてさらにパイの半

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
分の１．５ドルくらいまで下がると ，この世代は衰退期に入 って，つぎの世代と交替する 。

以下では，このような現象のおこる背景を半導体の技術革新メカニスムの検討を行うこ

とによっ て明らかにしていく 。

　そこで，半導体産業において技術革新がどのように行われているかを，具体的に見て

いく 。

　　　　　　　　　図Ｗ－２　１チッ プ当りの集積度の年次推移

　　単位
キロビット（メモリー）

キロゲート（台理）

　　　１ ．０００

　　　７００

　　　５００

２００

１００

７０

５０

２０

１０

７

５

１

　／ ｏ

へ”
　〃仰〃

ｏ

ダ”
　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　／！　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■〃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ 〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　約 ｏ

　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　・

〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　■　”
　　　　　　　　　　　　　　　〆〆

　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　　　　　　■〃　　　　　　　　　　　　　　　　 、ぐ１　　　　　　　　　　〆　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　、　

ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　◎
　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　△

出所）

　　　
，７２　　　，７４　　　，７６　　　，７８　　　，８０　　　，８２　　　’８４　　　’８６

【日立評論ｊ昭和５８年８月 ，第６５巻第８号通巻７３９号，７へ 一ソ，図１。

’８８　 ’９０（年）

（２３６）



　　　　　　　半導体産業の寡占体制（下）（肥塚）　　　　　　　　　　９９

図Ｖ－３ＭＯＳメモリーのラーニングカーブ（推定値，ビ ット換算）

　　　　　７７　０
，１

　　　　　　　７８
（　　　　　　　　　　　　７９
目＝

）　　　　　　　　　　　　１９８０
逮

１　　べ 舵

ムＯ．０１　　　　　　　　　　　　　　　８３
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４　、、　８５

勺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

、

　　　　　　　　１０３ 　　　１０４　　　１０６ 　　　１０・

　　　　　　　　　　　　　累積生産量（１０９）

出所）渡辺誠［超ＬＳＩとその企業戦略』時事通信杜，１９８５，５９ぺ 一ジ，図ｎ －５ 。

　まず，ＤＲＡＭ市場において見られる世代交替から説明する。世代交替とは，技術の

向上によっ て，１日来の製品をその質が一気に新しい段階に突入する製品と置き換えるこ

とをいう 。これはいわゆる ，プ ロダクト ・イノベ ーシ ョン（製品技術革新）といわれる技

術革新の一つの典型である。ＤＲＡＭでは，１９７０年の１Ｋの出現以来，ほ惇３～４年で

新しい世代の製品が旧世代の製品を市場から駆逐してきた。しかも世代交替するたびに

市場規模を増大させている 。

　半導体，特にＩＣでは，いかにして集積度を上げるかが，重要な技術上の課題にな っ

ている（図１卜２）。 何故なら，集積度の向上が機能の向上をもたらすからである。世代交

替は，製品の質を一気に向上させ，つまり１単位あたりの機能の大幅な上昇により ，こ

れまで半導体を使用してこなかった分野の産業や企業にも ，半導体を使用することを可

能にする。すなわち，半導体は世代交替による機能の大幅な向上とともに，他方では単

位あたり価格が低下していくことによっ て， 市場を急拡大していくことが可能とされた

わけである 。

　しかし，このような世代交替も ，次に述へる経験効果が作用することを必要条件とし

ている。経験効果とは，「単位当りの コストは，ある製品の累積生産量が倍加するごと
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
に約２０％から３０％の割合で低下する」という経験的仮説であ って（図１Ｖ－３および図Ｗ －

４），経験曲線はこれをグラフ 化したものである。このような仮説は，１９６６年にポスト

ン・ コソサルティング ・グループが半導体産業の費用行動に関する実証研究の中で，初

めて明らかにした。経験効果は，習熟要因，設備の高度化，製品漂準化，規模の径済性

（２３７）
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など様々た要因の作用によって生じ，いわゆる，プ ロセス ・イノベ ーショソ（生産工程

革新）といわれる技術革新によっ て実現される。経験効果は，よく習執効果と混同され

るが，後者は，「一般的に，ある製品を生産するために必要な，製品１単位当りの直接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
労働の投入量か，累積生産量の増加につれて一定の割合で減少する」ことを明らかにし

ているわけで，前者の経験効果は，これにとどまらないあらゆる コスト削減要因を考慮

にいれている 。

　半導体産業におけるプ ロセス ・イノベー　　　図Ｗ－４１６キ ロビ ットＭＯＳメモリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のラー二：■グカーブ
ションでは，微細加工技術を高度化させる

ことが重要であるが，そのためには，各生

産工程の一つ一つの製造装置を新しい世代

の製品の生産に対応していけるようにしな　　♂

けれぱならない。そのために，製造装置も　　）
　　　　　　　　　　　　　　

４）

　　　　厚かなり頻繁に置き換えられていく 。　　　　　卦

　また半導体産業は，生産工程数が非常に

多く ，細かく数えると数百にもおよぶ。し

かも製造装置は複雑で，温度 ・濃度 ・圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０　　　　　　　　　　　　１

，０００

などさまざまな装置の設定条件が半導体ご　　　　　　　累積生産量（１００万）

とに異なる。このため，そのノウハウの獲　　　 出所）渡辺誠［超ＬＳＩとその企業戦略’時事通
　　　　　　　　　　　　　　 ５）　　　　　　　　　　　信杜，１９８５年，５８べ 一ジ，図皿一４ 。
得は重要な意義をもつことになる。これら

のことか，常に生産工程の改良を半導体企業に強制していく 。半導体産業は，このよう

な生産工程のノウハウの獲得によるプ ロセス ・イノベーショソを必要としているわけで

ある 。

　ところで，生産工程において求められるのは，歩留り率をいかにして向上させていく

かである。すでに皿で述べたように，良品の発生数を限りなく１００％に近づけていくた

めの工程改良によって，歩留り率は向上し，コストが削減される。プ ロセス ・イノベ ー

シヨンは，この歩留り率を急速に向上させていく 。このことが，コストを急速に下げる

わけだから，参入しているすべての企業は，プ ロセス ・イノベーショソを強いられるこ

とになる 。

　以上のような半導体産業における技術革新が競争関係におよ惇す影響は，以下のよう

に整理される 。

　第１に，世代交替を周期的に繰り返すことから，つぎの世代の製品をより速く開発し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３８）



　　　　　　　　　　　　半導体産業の寡占体制（下）（肥塚）　　　　　　　　　　１０１

歩留り率を向上させ，単位当りコストを急速に低下させていくために，量産体制を築き

あげてしまっ た企業が，競争上有利になる。つまり ，競争戦略上のポイントはいち速く

量産体制を築き上げることになる。もちろん，あまりに速い量産化は需要を見込めずに
，

大量の在庫を生じさせることになる。したが って，世代交替をいち速く行い，しかも需

要動向に対応しえた企業が企業間競争上，優位に立つことになる。いいかえれば，世代

交替によっ て競争条件が再編成されるわけである 。

　第２に，他方で，単位当りコストを急速に低下させていくプ ロセス ・イノベ ーシヨソ

が強く働く 。世代交替をはかるための微細加工技術の高度化への要求は，次 々と製造装

置を置き換えていくことと ，数百もある生産工程におけるノウハウの獲得によって，実

現されている。生産丁程において求められるのは，コストを急速に下げるために，歩留

り率をいかにして向上させていくかということであり ，これが企業に強制されていく 。

経験効果は，このような事態を説明するものである 。

　第３に，半導体産業の技術革新を特徴づける世代交替と経験効果の両者は，半導体産

業の企業間競争に次のような影響を与える。プ ロダクト ・イノベ ーシヨンは，ＤＲＡＭ

に典型的に見られるような世代交替とともに，ＡＳＩＣ（特殊用途向けＩＣ）の出現，ニ ー

口・ チッ プとい った異な った設計思想にもとづく新製品の開発など，活発に進められて

いるが，それらは，プ ロセス ・イノベ ーションを前提にしなければならなくな っている 。

つまり ，半導体産業は，プ ロダクト ・イノベ ーションが急速に進んでいる産業であると

同時に，それを実現するためのプ ロセス ・イノベ ーシヨノが必要とされる産業にな って

いるといえる 。

　（２）企業構造類型内部および類型間の競争関係

　（１）で述べた技術革新は，半導体ＩＣとりわけＤＲＡＭで顕著に見られるものである
。

このように，世代交替と経験効果によっ て説明される技術革新の急速な進行が，激しい

企業間の競争にもとづく価格の急低下現象を生じさせる。ここでは，上述したような速

い技術革新が，企業構造類型内部および類型間の競争関係におよぽす影響を具体的に検

討する 。

　企業構造類型１の企業間では，激しい競争が半導体ＩＣ市場，特にＭＯＳ　ＩＣ市場に

おいて行われている。世代交替を繰り返すという技術革新上の特徴は，下位企業がシ ェ

アを増大させる機会とな っている。何故なら，新世代の製品市場へ自杜製品を投入する

時期を，各企業とも他企業よりも先んじることは可能だからである 。

　例えぼ，１Ｍ　ＤＲＡＭ市場では，それまで市場 シェ ァを拡大することに成功していな

（２３９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
かっ た東芝がいち速く量産化を果し，第１位にある。しかし，次世代ＤＲＡＭ市場での

優位を回復しようとする企業戦略をとる日本電気や日立製作所などの下位企業に対して ，

東芝は１Ｍ　ＤＲＡＭ市場での優位を長く維持することを戦略とする傾向が強くならざる

をえないため，次世代も第１位を維持することを困難である。一般的に，世代交替か行

われる時は，下位企業にとっ ては市場における新たた競争条件を作り出す機会であ って ，

このことが，半導体企業間に激しい競争を生み出す原動力とな っている 。

　また，半導体市場全体で見ても ，８５年に２位の日立製作所と３位の東芝，４位の松下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
電子工業と５位の富士通の生産高順位は８６年に逆転している。これも半導体産業が成長

期にあ って，競争が非常に激しいことを示している。企業構造類型１一（１）の企業間でき

わめて激しい競争が展開されているといえよう 。

　つぎに，企業構造類型１一（２）の企業は，どのように半導体ＩＣ市場で競争しているの

であろうか。これらの企業は，すでに皿でみたように，生産品種構成をほほ半導体ＩＣ

に特化している。より詳しくみると ，セイコーエプソソ，リコー 日本楽器製造の非エ

レクトロニクス巨大企業３杜はＭＯＳ　ＩＣにほぽ生産を特化している。また，旭マイク

ロシステム ，日本ＬＳＩロ ジックの外資系２杜も同じくＭＯＳ　ＩＣに特化しているが，同

じ外資系でも新日本無線は，逆にバイポーラのみを生産している。そして，日本ＴＩ ，

日本モトローラの２杜は，ＭＯＳ　ＩＣもバイポーラＩＣもともに生産している。これらの

ことからわかるように，日本ＴＩ，日本モトローラの２杜を除いては，半導体ＩＣのい

ずれかの生産品種に特化することによっ て， 市場において企業構造類型１一（１）の企業と

も競争を行いえている。そして，日本ＴＩ，日本モトローラの２杜は，半導体ＩＣ市場

において企業構造類型１一（１）の企業と全面的な競争関係にある 。

　さらに，８０年代に入 って，セイコーエプソンやリコー 日本楽器製造といったエレク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
トロニクス産業以外の巨大企業か外部販冗を開始したことや，８６年にはＮＭＢセミコ■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ダクターが激しい競争状態にある２５６ＤＲＡＭ市場で一定の市場集中度を確保したこと

など，半導体ＩＣ市場には新規参入が続いている。また，最近のＡＳＩＣ市場の急速な広

がりは，新観参入機会を生じさせている。半導体ＩＣ市場への参入可能性の高さは，皿

の２で垂直的統合度の相対的低さから説明したが，半導体産業の技術革新の大きな特徴

である世代交替時に，新規参入が実際に行われる 。

　このように，企業構造類型１の企業間で，世代交替という市場の再編成をてことした

激しい競争か行われている。企業構造類型１の諸企業と競争を行うには，先に述へた ，

製品の世代交替に対応しうるプ ロセス ・イノベーションが必要とされる。このプ ロセス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）
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　イノベ ーショノを実現しうる企業のみが，企業構造類型１の激しい企業間競争にも対

応できるわけである 。

　ところで，半導体ＩＣ市場に参入しているのは企業構造類型１の企業だけではない 。

皿で明らかにしたように企業構造類型２および３の一部の企業も半導体ＩＣ市場に参入

している。これらの企業は，次のような部面で競争を行っている。企業構造類型２およ

び３の企業とは具体的にいうと ，ミツミ電機と東光および ロームと富士電機の４杜であ

るが，ミツミ電機と東光はバイポーラＩＣのみを，ロームと富士電機も主要にはバイポ

ーラＩＣを生産している。しかも４杜とも半導体ＩＣではバイポーラリニアを主要な生

産品種としている。各企業の半導体ＩＣ生産に占めるバイポーラリニアの生産比率をみ

ると ，ミツミ電機のそれは９１ ．５％，東光のそれは１００％，ロームでは８１ ．１％，そして富
　　　　　　　　　　１０）
士電機では６３．８％である

。

　企業構造類型２および３の企業は，具体的には，バイポーラリニア市場において，企

業構造類型１の企業と競争関係にある。このことは，企業構造類型２および３の企業は ，

半導体ＩＣのすべての製品を生産しているわけではなく ，特定の生産品種に特化する戦

略をとっていることになる。逆にいうと ，バイポーラＩＣ，特にリニアＩＣ以外の生産

品種の市場には参入しえていないわけである。これは，バイポーラリニアの生産に要求

される生産技術水準が，半導体ＩＣの中で最も低いという事情に影響されている 。

　２　半導体産業の競争的寡占体制

　このように，半導体産業における激しい企業間の競争による価格の急低下現象は，世

代交替と経験効果によっ て特徴づけられる技術革新によっ て説明される。このことをふ

まえて以下では，半導体産業の寡占体制をさらに具体的に特徴づけることにする 。

　この際，Ｉでも指摘した鉄鋼業の寡占体制の特徴を念頭におき，それと半導体産業の

寡占体制を対比することによっ て， 半導体産業の特徴をより鮮明にする 。

　（１）寡占体制

　まず，それぞれの寡占産業を生産力構造から特徴づける 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　鉄鋼業の寡占体制を，岡本博公氏は次のように整理している。第１に，銑鋼一貫巨大

企業だけが大量購買 ・大量生産 ・大量販売の巨大な統合構造を構築しており ，鉄鋼業の

支配的地位にある。銑鋼一貫巨大企業は，高炉一転炉一ホ ットストリッ プミル体系とい

う自己完結型の統合事業所，銑鋼一貫製鉄所によっ て， 熱間圧延鋼材，冷問仕上鋼材 ，

メッ キ鋼材や鋼管などほとんどすべてを生産する，いわゆるフルライソ生産を実現して

（２４１）



１０４ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

いる 。

　第２に，他の企業構造類型である普通製鋼圧延企業，特殊鋼専業企業，単純圧延企業

は， はとんど銑鋼一貫巨大企業の独自の存立分野から排除され，狭い分野に閉じこめら

れている 。

　このように強固な寡占体制を形成した最大の原因は設備投資額の多さであり ，これに

耐えられる企業のみが巨大企業としての地位を保持しえた。鉄鋼業では，高炉１基に対

する転炉２基，ホ ットストリッ プミル ・厚板 ミルの１系列で，１９７５年ごろで約３５００億円

　　　　　　　　　　１２）
を要したといわれている。巨大企業である銑鋼一貫企業のとりわけ上位企業は，この生

産系列を複数保有しているわけで，この複数の生産系列が巨大企業の生産力構造をなし ，

他の非巨大企業との隔絶した格差の原因とな っている 。

　これに対して，半導体産業の生産力構造はどのように特徴づけることができるだろう

か。 ｎで検討した半導体企業の生産工程 レヘルを，生産品種構成を含めた生産体制とし

て考えると ，以下のようになる 。企業構造類型１一（１）の企業は，多数の生産品種の生産

に対応した生産体制を形成している。各生産品種は，同じ生産ライソで生産を行うわけ

にはいかないので，生産品種ごとに生産を集約化し系列化しなければならない。例えぱ ，

バイポーラＩＣの生産ラインでＭＯＳ　ＩＣの生産を行うことは生産工程が異なるため普

通おこなわれない。このようなことから，企業構造類型１一（１）の企業は多数生産系列を

形成しているわけである。例えぱ，日本電気の場合は，全国に半導体の生産グル ープを

山形，関西，九州，山口（８７年から生産開始）に有し，かつそれぞれの生産拠点でも数多

くの生産品種に対応している 。

　生産系列の数は，各企業の生産品種構成によっ て左右されるとともに，生産量の多少

によっ ても左右されるため，生産品種構成の多様さのみで生産系列の数を増やすわけで

はない。いいかえれば，生産系列数は，生産品種構成の多様化の度合と生産量の多少に

よっ て決まる。しかしもちろん，生産品種構成の多様度が半導体産業においては特徴的
　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
であり ，生産系列数を大きく左右する 。

　さらに，多数の生産品種の中では，とりわけＭＯＳ　ＩＣ生産が重要である。先に見た

図ＩＶ－２からわかるように，バイポーラＩＣよりもＭＯＳ　ＩＣの方が微細加工度は高く ，

ＭＯＳ　ＩＣ生産で獲得した生産技術が他の製品の生産に生かされることや，ＭＯＳ　ＩＣ生

産が高い成長率を示しているからである。したが って，ＭＯＳ　ＩＣ生産をより多く行う

ことが，半導体産業において重要た意味を持つ。企業構造類型１一（１）の企業は，この

ＭＯＳ　ＩＣ生産をより多く行っている企業である 。

（２４２）
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　逆に，企業構造類型１一（２）や２および３の企業は企業構造類型１一（１）の企業のような多

数生産系列体制を形成しえておらず，また，企業構造類型１一（２）や２および３の企業は

ＭＯＳ　ＩＣ生産もほとんど行いえていない 。

　さらに，生産体制の構築という点では半導体産業でも多額の設備投資を必要とする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
例えば，一つの超ＬＳＩ一貫工場を建設するには，２００～３００億円を要する。企業構造類

型２および３の企業にとっ ては，この額は巨大であり ，半導体ＩＣ市場において企業構

造類型１の企業と全面的に競争を展開しえない原因にな っている。この点では，企業構

造類型を固定化させる，すなわちそれぞれの類型を構成する諸企業間の格差づけを固定

する方向に働く 。

　しかし他方，寡占産業である半導体産業の生産力構造の特徴は，多数生産系列体制に

あるものの，それは，鉄鋼業のように上位企業である鉄鋼一貫企業と他企業との問にあ

るような隔絶したものではない。一つの超ＬＳＩ一貫工場を建設するための２００～３００億

円という必要投資額は，高炉１基，転炉２基，ホットストリッ プミル ・厚板ミルの１系

列を建設するための必要投資額３５００億円に比べれば，相対的に小さい。この程度の参入

障壁は，企業構造類型１一（２）の企業が半導体ＩＣ市場，とりわけＤＲＡＭ市場に参入する

ことを可能にしている 。

　（２）競争的寡占

　つぎに，技術革新のあり様からそれぞれの産業の特徴をさらにみる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
　岡本氏の分析によれば，鉄鋼業の技術革新は次のような特徴を持つ。第１に，鉄鋼業

においても技術開発は行われている 。６０年代には，設備投資競争か行われ，「独占品種

のつぶしあい競争」による生産構造，製品構成の近似化がはかられた。そして ，７０年代

以降は，「強固なかつ安定的な」協調体制のもとでの コスト競争が主要とな った 。

　第２に，コスト競争の性格は，投資を抑制し，生産を制限しながら，同時に歩留り率

の向上，原単位低減を中心的争点としている。これは，石油ショック以降の省資源，省

エネルギー運動とも結合して行われ，企業では自主管理運動，ＱＣ運動として進められ

た。

　第３に，巨大企業どうしの コスト競争は，企業構造の同質性を強化し，それが，巨大

企業の競争における協調的性格を強化した。つまり ，６０年代に形成された巨大企業の コ

スト条件の近似的性格の強化が協調的寡占体制を強化したといえる 。

　要するに，鉄鋼業においては，プ ロセス ・イノベショソは行われるものの，それは確

立された技術の改良という側面を強く有している。またプ ロダクト ・イノベーショソに

（２４３）
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ついては，製品開発も行われるがそれも部分的改良にとどまっ ている。そして，企業構

造の同質性が維持され続けており ，協調的寡占体制を可能にしている 。

　これに対して，半導体産業はどのような特徴を有しているだろうか。１Ｖの１で明らか

にしたように，プ ロダクト ・イノベーショソもプ ロセス ・イノベーションも極めて活発

に行われている。新世代の製品の登場は，企業間の競争関係を変更する契機になり ，し

かもそれが３～４年に一度おとずれるということは，半導体企業とりわけ下位の企業に

新世代への移行をより速く進めさせる原動力にたる。しかも ，新世代への移行は，上述

したように単位当りコストを低下させるわけであるから，これまで半導体を用いてこな

かっ た産業や企業にも半導体を使用させることになり ，市場を拡大させる。より高い成

長を実現できるという期待を企業に与えることになり ，さらに新世代への移行に拍車を

かける。このようた急速な世代交替は，半導体企業の生産工程を構成する製造装置を非

常に速く更新していくことを強制している。だいたい各製造装置は微細加工度の問題か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
ら２世代くらい，すなわち長くても７～８年しか対応できない。次 々に，生産工程を革

新していかなけれぱ，半導体産業の技術革新の速さについていくことはできない 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　上述したような メカニスムか半導体産業を競争的にさせるわげである。また，上位企

業による生産能力増強の可能性の高さや他産業からの参入可能性の高さは，上位企業間

における協調的関係を形成することを困難にする 。

　以上，明らかにしてきたことから，半導体産業は競争的寡占産業であると特徴づげら

れる 。

　ところで，寡占体制を競争的寡占と協調的寡占に分けて検討した伊東光晴氏は，それ

ぞれの特徴をつぎのように整理している。「所得の弾力性，需要の弾力性がともに大き

く， しかも技術進歩が顕著で大量生産の利益が可能であるという条件かそろうと ，寡占

市場は競争的になる可能性が強まり ，逆に所得の弾力性，需要の弾力性が小さく ，技術

進歩か停滞し大量生産の利益がもはやないという段階に達すると寡占体制は協調的にな
　　　　　　１８）
らざるをえない。」競争的寡占産業である半導体産業は，なによりも激しい技術革新を

てこにして，企業間朋争を展開し，産業の成長を実現してきた。半導体産業は，伊東氏

の寡占分類によれぱ，前者にあてはまる 。

　また，技術革新競争の激しさに加えて，垂直的統合度の同等性による参入可能性の高

さと上位企業の新世代に対応した生産体制彫成の容易さか，企業間の協調的関係を形成

することを困難にしているといえよう 。これらのことが，鉄鋼業と同様に寡占体制を形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
成しつつも，半導体産業に競争的性格を強くおびさせる要因である。ＤＲＡＭの急速な

（２４４）
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価格低下現象は，このような激しい技術革新と相対的に強固でない上位企業の生産力構
　　　　　　　　　　　　２０）
造がもたらした現象である 。

８）

９）

１０）

１１）

１２）

１３）

１４）

１５）

１６）

１７）

１８）

１９）

２０）

　志村幸雄『ハイテク時代と企業経営』関西経済研究セソター １９８６年，１５べ一ジ参照 。
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富土電機が３８億円（同１．２％）である 。

　岡本博公丁現代鉄鋼企業の類型分析』ミネルヴ ァ書房，１９８５年，第７章を参照 。

　同上，６３ぺ 一ジ 。

　企業構造類型１一（１）の上位企業が多数生産系列体制であるという事実は，半導体産業が寡

占体制である生産力構造上の特徴をなしてはいるものの，企業構造類型化をおこなうにあた

っての基準としては，半導体市場における企業間の競争関係を鮮明にしえないため適当では

ない。すでに明らかにしたように，半導体産業の企業間の競争関係を明らかにするための企

業構造類型化にあた っては，やはり生産品種構成の違しかその基準となる 。

　日刊工業新聞杜ＴＴＲＩＧＧＥＲ」１９８５年５月号，２０べ 一ジ 。

　岡本博公，前掲書，第７章を参照 。

　日本経済新聞，１９８７年，１０月１４日付 。

　日本経済新聞，１９８７年，４月２１日付 。

　伊東光晴［近代価格理論の溝造』新評論，１９６５年，２１０へ 一ノ。

　産業のライフサイクルからいうと ，半導体産業は成長段階にあり ，鉄鋼業は成熟段階にあ

る。 したが って，それぞれの段階の特徴として競争的寡占体制，協調的寡占体制を用いる考

え方もできる。しかし，ここでは，どのような要因が競争的あるいは協調的な寡占体制を形

成しているのかという視角から検討している 。

　ただし，１９８６年９月の日米半導体協定締結後，半導体とくにＭＯＳ　ＩＣの生産数量，輸出

数量が事実上日米両政府の管理化におかれ，価格の低下が停止している事態が生じている 。

さらにこのことから投資が抑制され供給不足からＤＲＡＭの価格が１年にもわた って（１９８７

年～’８８年）動かない状態にな っている。これは，これまでの技術革新の進展が価格低下を

導くという関係が政府規制という要因によっ てさまたげられていることを示している。した

がっ て協定締結後の価格変動は，政府の介入という要因をも考慮に入れる必要がある。これ

（２４５）
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らの事態は半導体市場が一国 レベルを越えて，国際的広がりを持ちつつあることを示してい

る。

結びにかえて

　本稿は，企業構造類型論的視角からの半導体産業分析を行い，半導体産業における企

業間朋争の激しさか，０垂直的統合度の相対的低さと ，　世代交替とそれを支える経験

効果によっ て， 基本的に規定されることを明らかにした。したが って，これらの要因が

半導体産業を競争的寡占体制たらしめている。すなわち，第１に，ｎで明らかにした垂

直的統合度の同等性は，鉄鋼業と同様に寡占体制を形成しつつも ，半導体産業に競争的

性格を強くおびさせる要因とた っている。第２に，世代交替を繰り返すという形でプ ロ

ダクト ・イノベ ーションが行われ，経験効果を作用させるプ ロセス ・イノベーションが

それを実現している。これらが，各世代ごとに常に急速な価格低下を引き起こし，さら

に競争を激化させていく 。

　さらに，企業構造類型論の有効性が半導体産業分析を通じて，改めて示された。しか

し， 鉄鋼業においては，垂直的統合度と生産品種構成の両析出基準からの企業構造類型

分析が有効性を持っているが，半導体産業では，垂直的統合度ではなくもっ ばら生産品

種構成の析出基準からの企業構造類型分析が有効であ った。このことは，同じく寡占体

制を擁している両産業が持つそれぞれの特徴の相違を表現している 。

　最後に，本稿では半導体産業の基本的特徴を明らかにすること及びそのための視角の

提示を課題としているために，各類型の企業の内部構造の詳細にわたる検討を果しえて

いない。例えぱ，生産，開発過程だけでなく購買，販売過程の検討である。また ，

ＡＳＩＣなど生産品種のさらなる多様化をも視野にいれることが，玩在のダイナミックに

展開する半導体産業を分析する際には必要とされよう 。さらに，半導体企業の多国籍的

展開についての分析は，現在の半導体産業が国際的な競争を行っていることからも ，非

常に重要なものである。これらについては，今後の課題としたい 。

（２４６）




